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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成20年６月20日に提出いたしました第45期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)有価証券報告書の記載事

項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであり

ます。

　

２ 【訂正事項】

　　　　第一部　企業情報

　　　　　第５　経理の状況

　　　　　　１　連結財務諸表等

　　　　　　　(1)　連結財務諸表

　　　　　　　　　　表示方法の変更

　　　　　　　　　　注記事項　

　　　　　　　　　　　（ストック・オプション等関係）

　　　　　　　　　 　 　　当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　　　　　　　　　　　　２　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　　　　　　　　　　　　　(1) ストック・オプションの内容

　　　　　　

　　　　　　２　財務諸表等

　　　　　　　(1)　財務諸表

　　　　　　　　　④　附属明細表

　　　　　　　　　　　　有価証券明細表

　　　　　　　　　　　　　株式
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３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

　

第一部　【企業情報】

　第５　【経理の状況】

　１　【連結財務諸表等】

　　　(1)　【連結財務諸表】

　　　　　表示方法の変更

　

(訂正前)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(連結貸借対照表) (連結貸借対照表)

( 省　略 )

 

( 省　略 )

２　前連結会計年度において独立掲記しておりました流動

負債の「役員退職慰労引当金」(当連結会計年度665百

万円)は、当連結会計年度において負債及び純資産の合

計額の100分の１以下であるため、当連結会計年度より

流動負債の「その他」に含めて表示しております。

( 省　略 )

　

（訂正後）

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(連結貸借対照表) (連結貸借対照表)

( 省　略 )

 

( 省　略 )

２　前連結会計年度において独立掲記しておりました固定

負債の「役員退職慰労引当金」(当連結会計年度665百

万円)は、当連結会計年度において負債及び純資産の合

計額の100分の１以下であるため、当連結会計年度より

固定負債の「その他」に含めて表示しております。

( 省　略 )
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　　　注記事項

　　　　　（ストック・オプション等関係）

　　　　　　　当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　　　　２　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　　　　　　(1) ストック・オプションの内容

　

(訂正前)

　

平成12年ストックオプション

会社名 提出会社

決議年月日 平成12年６月28日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社役員　　　　　　　 8
当社従業員　　　　　　11
当社子会社役員　　　　13

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　　　　 144,000

付与日 平成12年８月２日

権利確定条件 (注)

対象勤務期間 平成12年８月２日～平成14年６月30日

権利行使期間 平成14年７月１日～平成20年６月30日

(注) １ 権利を付与された者が、権利行使期間中に当社又は産業活力再生特別措置法に定める特定関係事業者の取締
役、及び/又はコーポレート・シニア・スタッフとしての地位を失った場合はその日より６ヵ月以内(ただし、
権利行使期間の末日までとします。)に限り、権利を行使することができます。ただし、当社又は産業活力再生特
別措置法に定める特定関係事業者の取締役及び/又はコーポレート・シニア・スタッフとしての地位を失った
者が、当該地位の喪失以前に(喪失と同時の場合を含みます。)、当社又は子会社(特定関係事業者に限りませ
ん。)の取締役、監査役若しくは使用人の地位を取得した場合は、かかる地位を失った日より６ヵ月以内(ただ
し、権利行使期間の末日までとします。)に限り、権利を行使することができます。

２ その他の権利行使の条件等については、「ストックオプション制度の内容」②に記載のとおりであります。

　

平成13年ストックオプション

会社名 提出会社

決議年月日 平成13年６月27日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社役員　　　　　　　 8
当社従業員　　　　　　13
当社子会社役員　　　　12

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　　　　 215,600

付与日 平成13年８月２日

権利確定条件 (注)

対象勤務期間 平成13年８月２日～平成15年６月30日

権利行使期間 平成15年７月１日～平成21年６月30日

(注) １ 権利を付与された者が、権利行使期間中に当社又は子会社(特定関係事業者に限りません。)の取締役、監査役若
しくは使用人の地位を保有している場合、権利を行使することができます。ただし、かかる地位を任期満了、定
年等の理由により失った場合でも、なおその後も権利を行使することができます。

２ その他の権利行使の条件等については、「ストックオプション制度の内容」③に記載のとおりであります。
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（訂正後）

　

平成12年ストックオプション

会社名 提出会社

決議年月日 平成12年６月28日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社役員　　　　　　　 8
当社従業員　　　　　　11
当社子会社役員　　　　13

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　　　　 144,000

付与日 平成12年８月２日

権利確定条件 (注)

対象勤務期間 平成12年８月２日～平成14年６月30日

権利行使期間 平成14年７月１日～平成20年６月30日

(注) １ 権利を付与された者が、権利行使期間中に当社又は産業活力再生特別措置法に定める特定関係事業者の取締
役、及び/又はコーポレート・シニア・スタッフとしての地位を失った場合はその日より６ヵ月以内(ただし、
権利行使期間の末日までとします。)に限り、権利を行使することができます。ただし、当社又は産業活力再生特
別措置法に定める特定関係事業者の取締役及び/又はコーポレート・シニア・スタッフとしての地位を失った
者が、当該地位の喪失以前に(喪失と同時の場合を含みます。)、当社又は子会社(特定関係事業者に限りませ
ん。)の取締役、監査役若しくは使用人の地位を取得した場合は、かかる地位を失った日より６ヵ月以内(ただ
し、権利行使期間の末日までとします。)に限り、権利を行使することができます。

２ その他の権利行使の条件等については、「ストックオプション制度の内容」に記載のとおりであります。

　

平成13年ストックオプション

会社名 提出会社

決議年月日 平成13年６月27日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社役員　　　　　　　 8
当社従業員　　　　　　13
当社子会社役員　　　　12

株式の種類及び付与数(株) 普通株式　　　　 215,600

付与日 平成13年８月２日

権利確定条件 (注)

対象勤務期間 平成13年８月２日～平成15年６月30日

権利行使期間 平成15年７月１日～平成21年６月30日

(注) １ 権利を付与された者が、権利行使期間中に当社又は子会社(特定関係事業者に限りません。)の取締役、監査役若
しくは使用人の地位を保有している場合、権利を行使することができます。ただし、かかる地位を任期満了、定
年等の理由により失った場合でも、なおその後も権利を行使することができます。

２ その他の権利行使の条件等については、「ストックオプション制度の内容」に記載のとおりであります。
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　　２　【財務諸表等】

　　　(1)　【財務諸表】

　　　　　④　【附属明細表】

　　　　　　　　【有価証券明細表】

　　　　　　　　　【株式】

　

（訂正前）

　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

㈱東京放送 1,774,569 4,223

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ

1,326.3 1,140

月島機械㈱ 150,000 112

㈱ビーエス・アイ 15,000 87

富士通㈱ 126,252 82

シャープ㈱ 37,632 63

ローム㈱ 9,000 54

㈱フューチャービジョン 1,061 53

ALLEGRO MANUFACTURING PTE.LTD.875,000 31

㈱東通 500 25

その他６銘柄 667,323 11

小計 3,657,663.3 5,886

計 3,657,663.3 5,886

　

（訂正後）

　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

㈱東京放送 1,774,569 4,223

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ

1,326,300 1,140

月島機械㈱ 150,000 112

㈱ビーエス・アイ 15,000 87

富士通㈱ 126,252 82

シャープ㈱ 37,632 63

ローム㈱ 9,000 54

㈱フューチャービジョン 1,061 53

ALLEGRO MANUFACTURING PTE.LTD.875,000 31

㈱東通 500 25

その他６銘柄 667,323 11

小計 4,982,637 5,886

計 4,982,637 5,886

以上　　
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